協　定　書
供用事務担当官海上自衛隊呉地方総監（以下「甲」という。）は、
（以下「乙」という。）との間に、給水（給電）に関し、下記のとおり協定する。

記

（目的）

第１条　甲は、乙の指定する場所に給水（給電）し、乙は、供給される水（電気）を請負工事の目的の用に供するものとする。

（給水期間）

第２条　給水（給電）期間は、令和７年　月　日から令和　年　月　日までとする。ただし、乙は、給水（給電）期間を延長する場合は、延長期間の開始日の３０日前までに甲に申請するものとする。

（使用料）

第３条　甲は、毎月末日に流量計（電力計）により、当月の乙の使用量を計測し、当該使用量に甲の定める単価を乗じて使用料を算定する。甲の定める単価については、別途通知するものとする。

２　甲は、前項の使用料に消費税相当額を加算した金額を翌月の月頭に乙に請求するものとする。
３　乙は、当該請求金額を甲の指定する期日までに甲の指定する者に支払うものとする。

（延滞金）

第４条　乙は、指定期日までに甲の指定する者に使用料を支払わない場合は、延滞金として、指定期日の翌日から支払日までの日数に年５．０％の利率を乗じて計算した金額を甲の指定する者に支払うものとする。ただし、延滞金の合計額が１００円未満の場合は、支払いを要しないものとする。

（単価の改定）

第５条　甲は、協定期間中に給水（給電）単価を改定した場合は、改定した単価及び同単価の適用期間を速やかに乙に通知するものとする。ただし、この場合、新たな協定書の作成は、省略するものとする。

（計量器の設置）

第６条　乙は、乙の負担において、甲の指定する場所に流量計（電力計）を設置するものとする。
（節水（節電）及び制限）

第７条　乙は、甲の指示に従い節水（節電）に協力し、合理的な水（電気）の使用を図るよう努めるものとする。

２　甲は、給水（給電）を制限又は一時断水（停電）する必要がある場合は、事前に乙に通知するものとする。
（給水（給電）許可の取消し又は変更）

第８条　甲は、次の各号に該当するときは、給水（給電）許可を取消又は変更することができる。

１　乙が、許可条件に違反した場合
２　国において、乙に使用させている施設等を必要とする場合
（現状回復）
第９条　給水（給電）期間が終了したとき及び許可を取消し又は変更したときは、乙は、乙の負担において甲の指定する期日までに乙が施行した物件を撤去し、現状回復するものとする。

（調査の協力）

第１０条　乙は、甲が必要とする給水（給電）事情等の調査に関し、協力するものとする。

（疑義の申し出）

第１１条　乙は、給水（給電）に関して疑義が生じた場合は、速やかに甲に申し出るものとする。

２　乙から申し出があった疑義に関する処理は、すべて甲が決定するものとする。
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